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香取市市民課窓口業務事業者選定公募型プロポーザル実施要領 

 

１．目的 

本業務を円滑かつ効率的に履行して質の高い市民サービスを提供するため、

最新の知識及び豊富な経験を有する複数の事業者から提案を受け、契約の優先

交渉者を選定するもの。 

 

２．業務概要 

 （１）名称 

    香取市市民課窓口業務 

 （２）履行期間 

    令和３年１０月１日から令和６年９月３０日まで 

 （３）場所 

    香取市役所本庁舎１階市民課 

（千葉県香取市佐原ロ２１２７） 

 （４）契約上限額 

    １９２，４７０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（内訳 令和 3年度 31,462,000 円 

    令和 4 年度 64,322,000 円 

    令和 5 年度 64,625,000 円 

    令和 6 年度 32,061,000 円） 

※金額に係る消費税及び地方消費税の税率は１０％として算出すること。な

お、発注期間中に税率の変更があった場合は市と協議のうえ調整を行う。 

  ※各年度の上限額を超えないこと。 

 

３．仕様 

  香取市市民課窓口業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり 

 

 

４．スケジュール（予定） 

公募開始 令和３年５月３１日（月）から 

質問の受付期間 令和３年６月７日（月）午後５時まで 

質問の回答 令和３年６月１１日（金） 

参加表明受付 令和３年６月１５日（火）午後５時まで 

提案書類提出 令和３年６月１８日（金）午後５時まで 

提案審査会（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ） 令和３年７月１日（木） 

審査結果通知 令和３年７月中旬 

契約書締結 令和３年８月１日（予定） 
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５．参加資格 

提案審査会に参加できる者は、次に掲げる事項を全て満たす者とする。 

（１）過去３年以内に、類似業務の実績がある者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定の

ほか、次の各号に該当しない者であること。 

ア．手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又

は本業務の公告日前６箇月以内に手形、小切手を不渡りした者 

イ．会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同

法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていないもの 

ウ．民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同

法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がなされていないもの 

（３）香取市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成１８年香取市告示 

第１１３号）に基づく指名停止措置を本業務の公告日から受注予定者を特

定するまでの間、受けていない者であること。 

（４）香取市契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２４年香取市告示第１４

９号）に基づく入札参加除外措置を本業務の公告日から受注予定者を特定

するまでの間、受けていない者であること。 

（５）経営状況及び経営規模において本業務の履行に支障がない法人であるこ

と。 

（６）納税義務のある税を滞納していない者であること。 

 

 

６．参加表明 

 提案審査会に参加しようとする者（以下「応募者」という）は、次の方法によ

り参加表明を行うこと。 

（１）参加表明期限 

令和３年６月１５日（火）午後５時まで 

（２）参加表明方法 

参加表明書（様式１）を香取市生活経済部市民課に予め電話連絡のう

え、持参すること。 

 

 

７．質問 

本要領及び仕様等に疑義がある場合は、次の方法により質問を行うことができ

る。 

（１）質問期限 
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令和３年６月７日（月）午後５時まで 

（２）質問方法 

ア．次の項目を電子メールの本文に記載して送信すること。 

電子メール以外の方法による質問は一切受付ない。 

送信先：香取市生活経済部市民課（１４参照） 

（ア）法人名 

（イ）所在地 

（ウ）担当者名 

（エ）電話番号 

（オ）メールアドレス 

（カ）質問内容 

イ．電子メールの送信後、必ず電話にて到達の確認を行うこと。 

ウ．質問は、各社１回限りとする。 

エ．質問は、原則として本要領及び仕様書に関する内容に限る。 

ただし、質問が審査の公平性の維持を目的とする場合など、本市が

必要と判断する場合は上記以外の質問にも回答を行う。 

（３）回答日 

令和３年６月１１日（金） 

（４）回答方法 

香取市ホームページに公表 

 

 

８．提案書類の提出 

応募者は、次の方法により提案書類を提出すること。 

（１）提出期限 

令和３年６月１８日（金）午後５時まで 

（２）提出方法 

（３）に示す全ての書類を香取市生活経済部市民課に予め電話連絡のう

え、持参すること。 

（３）提出書類 

様式２  提案書…（５）参照 

様式３  会社概要 

様式４  業務実績一覧 

様式５  見積書 

     ※見積額の内訳書（各年度ごとに内訳がわかるもの）を添付

してください。 

関係書類 ・印鑑証明書【提出期限日前３箇月以内に発行されたもの】 

・登記事項証明書（商業・法人登記）【全部事項証明書（謄
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本）（履歴事項証明書）、提出期限日前３箇月以内に発行

されたもの】 

・納税証明書【本社の直近年度の国税（法人税・消費税）、

都道府県税（事業税・都道府県民税）及び市町村民税すべ

ての納税証明書（未納のないことが確認できるもの）、令

和３年５月３１日以降に発行されたもの】 

・財務諸表【最新決算年度のもの、写し可】 

（４）提出部数 

８部（様式５及び関係書類は、各１部） 

・様式２～４の書類をクリップ留め（ホチキス留め不可）したものを１

部とする。 

・様式５及び関係書類は、別途、封筒に入れること。 

  （５）提案書 

ア．次の規格とする。 

表紙   様式２ 

サイズ  Ａ４ 

印刷   両面印刷（表紙を除く） 

枚数   １０枚以内（表紙を除く） 

イ．本要領及び香取市市民課窓口業務事業者選定基準（以下「選定基

準」という。）の内容を十分に考慮すること。 

ウ．記載の順序は、選定基準に示す審査項目の順番と一致させること。

ただし、審査項目と直接関係の無い内容（会社概要や独自のＰＲ等）

を途中に挿入することは妨げない。 

エ．専門的な用語は極力利用せず、わかりやすく平易な表現とするこ

と。 

 

 

９．参加の辞退 

提案審査会への参加を辞退しようとする者は、次の方法により辞退を行うこ

と。 

（１）辞退期限 

令和３年６月２４日（木）午後３時まで 

（２）辞退方法 

参加辞退届（様式６）を香取市生活経済部市民課に予め電話連絡のう

え、持参すること。 

 

 

１０．審査会 
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（１）開催日 

令和３年７月１日（木） 

（提案者が１者の場合でも審査を行う。） 

（２）開催場所 

香取市役所内 

（３）提案方法 

ア．提案２０分、質疑応答１０分とする。 

イ．提案は、提案者が口頭にてプレゼンテーションを行うものとする。 

ウ．提案に参加できる人数は、最大３名とする。 

エ．応募者は、プレゼンテーションの実施中、スライド形式の資料（以

下「プレゼン資料」という。）を会議室壁面へ投影することができ

る。 

オ．プレゼンテーション時は、プロジェクターの使用を可とする。その

場合は、プロジェクター、パソコン、データ及びＵＳＢケーブル等必

要なものを持参すること。 

（４）プレゼン資料 

     ア．規格 

形式 Microsoft PowerPoint形式 

※ 拡張子が「.ppt」又は「.pptx」のもの。 

スライド数 ２０スライド以内（表紙を除く。） 

イ．提案書と同一とする。 

ウ．専門的な用語は極力利用せず、わかりやすく平易な表現とするこ

と。 

エ．文字の大きさ及び背景とのコントラストについては、十分に視認で

きるよう配慮すること。 

 

 

１１．審査方法 

（１）審査方法 

「香取市市民課窓口業務事業者選定基準」のとおり 

（２）審査結果の通知日 

令和３年７月中旬 

（３）通知方法 

提案審査会審査結果通知書の郵送 

 

 

１２．留意事項 

（１）参加表明、質問回答及び提案（以下「提案等」という）に伴い生じた一
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切の費用は、応募者の負担とする。 

（２）参加表明は、１社につき１件のみ行うことができる。 

（３）本市が提供する資料は、提案等に係る検討以外の目的で使用してはなら

ない。 

（４）応募者は、本件に際して知り得た情報を第三者に漏洩してはならない。 

（５）応募者が提出した書類は、返却しない。 

（６）応募者は、提出した書類の全部又は一部を変更することはできない。た

だし、脱漏又は不明確な表示があった場合等において、本市が認めた場合

はこの限りではない。 

（７）応募者の構成員は、他の応募者の構成員となることはできない。 

（８）応募者の責任において関係法令等を十分に確認すること。 

（９）提案等に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び

日本国以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象を使用した

結果生じた責任は、応募者が負うものとする。 

（10）本市は、応募者が提出した書類に虚偽の記載があった場合、当該提案を

無効とすることができる。 

（11）本市は、事務の遂行上やむを得ない事情等が発生した場合において、本

要領に示す日程や時間を変更又は中止する場合がある。 

（12）（11）の場合において、応募者は異議を申し立てることはできない。ま

た、損害を受けることがあっても、その賠償を請求することはできない。 

 

 

１３．情報公開について 

（１）事業者選定に係る情報については、香取市情報公開条例（平成１８年香

取市条例第１５号）に基づき、公開することを原則とする。 

（２）契約締結後、本市ホームページに以下の内容を掲載する。 

ア．業務名 

イ．受注者の氏名及び住所 

ウ．その他必要な事項 

 

１４．事務局 

（１）名  称 香取市生活経済部市民課 

 （担当）伊藤 

（２）所 在 地 〒２８７－８５０１ 

千葉県香取市佐原ロ２１２７ 

香取市役所本庁舎１階 

（３）電話番号 ０４７８－５０－１２１０（直通） 

（４）Ｅメール shimin@city.katori.lg.jp 


